
年 月 日

年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

79.90
82.00 82.00

82.00

豊かな心を育み楽しく学習できる社会の実現

就学前からの教育の充実

D
「児童生徒が楽しく小中学校に
通っている」と感じている市民の
割合

％

楽しく学校に通い、意欲的に学んでいる。

分野総合
計画
体系

95.00

12,251

6,110

教育総務課

古田　達朗

学校教育課、学事課、こども課

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

２１年度（実績） ２２年度（実績）

子どもたちは、楽しく学校に通い、意欲的に学んでいる。

２６年度（目標）

1.16

94.00
(95.00)

86.00

94.00
(95.00)

1.26
1.16

87.00

２６年度（目標）

8,400

94.00

1.43

90.60

82.00

1.48

90.40
92.90

94.40

施策№

4

27

第4章

施　策　名

小学校児童

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

１８年度（実績）

8,015

保育園・幼稚園の園児・児童、小学校児童、中学校生徒

12,022 14,037 13,828 13,599

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

対象指標

A
不登校児童・生徒の全体

に占める割合

B
園児が楽しく幼稚園・保育所(園)
に通っていると感じている市民の

割合

C

保育園・幼稚園の園児・児童 8,4326,937

１９年度（実績） ２０年度（実績）

25723

A　Ｈ２６年度は全国値(Ｈ１９年度：1.20％)以下にする
B　子どもの発達に、悩みや不安を感じる保護者を考慮して設定
C　小学校入学後の児童の状況を幼稚園・保育園児が楽しいと感じていると思う市民の割合（成果指標B）に近づける
D　当初目標である８２％に到達。今後も維持を図る。
E　全国学力・学習状況調査における正答率の目標値が、対全国比１００（全国平均）以上

Ａ　文部科学省調査
Ｂ　アンケート調査(行政管理課が行う市民意向調査）
Ｃ　アンケート調査（こども課が行う学校（学級担任）アンケート）
Ｄ　アンケート調査（行政管理課が行う市民意向調査）
Ｅ　全国学力・学習状況調査（中学2年４月段階）（H21年度までは「基礎基本到達度調査（Ｈ２１年度をもって休止）」（３年
生）を使用。

Ａ　児童、生徒の小中学校での生活不安度を把握する
Ｂ　幼稚園、保育園児の園での生活満足度を保護者の立場から把握する
Ｃ　幼保小連携の取り組みついて、入学後の子どもの状況から充足度を把握する
Ｄ　子どもの学校生活の充実度を把握する
Ｅ　義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、生徒の力・学習状況を把握する

２３年度（目標）

8,121 8,146

人

単位

人 8,289

平成

平成平成平成平成 年度年度年度年度 施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート１１１１

作成日
更新日 平成

23232323

関　係　課　名

5,485

人 13,360 13,138

中学校生徒

２０年度（実績） ２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）成果指標 単位 1８年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

6,400 6,326

1.16

90.00

6,056

1９年度（実績）

6,502

２３年度（目標）

6,212

79.20 79.80

1.43

82.00

1.32

92.90

％

％ 91.20

E
生徒（中学２年４月現在）の学
力水準（対全国比） ％ －

幼稚園・保育園から小学校へ円
滑に接続できたと思う小学校１年

生の学級の割合

－

％ 82.20

101.00
100.60

－ 99.50
100.60

100.70

78.60



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

・不登校児童・生徒の割合は高いが、幼保小連携や
小中一貫・連携教育の取組は進んでおり、ほぼ同水
準と言える。
【参考】不登校児童・生徒の全体に占める割合
　　(H18)　　小城市　　0.80%　　佐賀市  1.59%
  　(H19)　　小城市　　0.92%　　佐賀市　1.60%
  　(H20)　　小城市　　1.37%　　佐賀市　1.48.%
　　(H21)　　小城市　　0.90%　　佐賀市　1.32.%

・現在、教職員の人事権を市町村へ委譲するという検
討も国でなされており、教育についても地方分権の流
れが見受けられる。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

･　成果指標はほぼ同水準ではあるが、幼保小、小中
の連携が進むとともに、不登校対策の効果が徐々に
現れている。

（１）教育の縦軸をつなぐ
　・社会の一員として心豊かにたくましく生きる力を育成する。
　　　　　　　　（佐賀市が義務教育9年間を通して身に付けさせたい力：基礎学力、倫理観・社会常識、佐賀を誇りに思い愛着をもつ心情）
　・子どもの育ちと学びの連続性を確保するために、幼保小及び小中の連携を図る。
　・不登校の児童生徒や障がいのある子どもなど、手厚い支援が必要な子どもに対して支援を行なう。
　・学校の組織運営体制の強化や教職員の資質向上に向けた取組を行なう。
　・子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い教育環境を整備する。

（２）教育の横軸をつなぐ
　・地域に開かれた学校づくりを行なう。
　・学校と家庭、地域、企業との連携・協力体制を構築し、地域全体で学校を支える仕組みづくりを行なう。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

・　平成18年に改正された教育基本法第16条において、地方公共団体は、その地域における教育の振興を図るため、その実情に応じた教育に関する
施策を策定し実施しなければならないこと、また、教育が円滑かつ継続的に実施されるよう、必要な財政上の措置を講じなければならないことが新たに
明記された。
・　学習指導要領が改訂され、小学校では平成23年度から、中学校では平成24年度から完全実施となるため、その円滑な実施に向け、教科書・教材、
学校の施設・設備など教育を支える条件整備を整える必要がある。
・　経済情勢の悪化により家計に深刻な影響が生じており、就学援助など子どもの教育機会均等の確保がいっそう求められる。
・　特別支援教育を必要とする児童生徒が増加してきている。
・　早期に校舎の耐震化を終了させるよう、国からの指導があっている。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

・　基礎学力の向上→ティームティーチング、少人数指導などで個に対応する指導の工夫を行なうとともに、スキル学習、ドリル学習の充実などを図る。
・　いじめ、不登校対策の充実→いじめ、不登校、問題行動等の予防策と即時対応についての研究、相談体制の充実を図る。また、小中一貫・連携教
育体制の更なる充実を図ることで、小中のスムーズな接続をはかり、不登校などの、いわゆる中一ギャップの緩和を目指す。
・　特別支援教育の充実→支援を要する児童生徒の介助等を行なう生活指導員の配置、校内体制の充実を図る。
・　学校施設の耐震化→耐震化を計画的に推進する。

現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ○ 妥当な水準である

妥当性（構成事業見直し） ○

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

・家庭では、子どもに基本的な生活習慣や社会のルールを身に付けさせる。
・地域では、子どもに地域の一員としての自覚を促し、郷土を誇りに思う心情を育ませていくために、学校行事や授業に参加したり、様々な体験活動や
交流活動の機会を提供する。
・企業では、子どもの勤労観・職業観を育むために、学校行事や授業に参加したり、子どもの職場見学や就業体験の機会を提供する。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

○ 概ね達成 達成していない
評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） 達成している

一部妥当ではない 妥当ではない

一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

・　小学校への入学で戸惑う子どもたちを減らすため、幼保小が連携して、子どもの育ちと学びの連続性を大切にした取組みの強化と充実が求められ
ている。
・　小学校から中学校へのスムーズな移行や中学校生活への適応が充分ではないケース、いわゆる中１ギャップが目立つとともに、生徒指導や学習
指導面での小中一貫・連携教育の推進を更に強化する必要がある。
・　不登校対策や特別な支援が必要な子どもへの生活指導員の配置などがいっそう求められている。
・　経済情勢の悪化により、就学援助の申請者が増大している。また東日本大震災の影響など、経済の回復には時間がかかることが予想され、今後も
就学援助費が増大する可能性が懸念される。
・　学校施設の計画的な耐震化を進めていく一方、小規模校の今後の在り方が課題となっている。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

・達成度：成果指標の目標値にはわずかに届かなかったが、どの項目もほぼ前年度と同水準であり、特に、不登校児童・生徒の割合については
前年度より0.16ポイント減少できた。
・妥当性：各事業の目的は施策の意図に合致しているが、複合的な要因が多く、施策の短期的な成果が得にくい状況にある。
・経済性：行政改革を進め事業経費の削減を進めているが、経済情勢悪化に伴う就学援助費の増大など、今以上の事業費の削減は困難な面が
ある。
・必要性：教育行政に対する市民・社会の関心は高まってきており、施策の必要性は増加している。

必要性（市民・社会ニーズ） ○ 増加している



施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

・子どもの育ちと学びの連続性を確保するために、幼保小、小中一貫・連携教育をいっそう図り、それぞれが接続期の教育に主体的に
取り組むよう推進していく。
・不登校対策への支援を強化するとともに、特別支援教育を充実させる。
・子どもの教育機会均等の観点から、就学援助制度を維持する。
・児童生徒の教育環境を整備するために、学校施設の計画的な耐震化を進めるとともに、学校施設の適正配置等の検討を行う。

大 中 小

大

中

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

事務事業の成果向上余地

小学校児童用図書整備費

食に関する教育指導の充実

中学校生徒用図書整備費

地域人材活用事業

幼保小の接続期における教育推進事業

ほのぼの育成指導員活用事業

スクールカウンセラー活用事業

不登校対策事業

不登校児童生徒のＩＴ等を活用した学習活動支援事業

生徒会活性化事業 学校地域連携支援事業

到達度等調査研究事業

ALTの活用推進

学校給食食材の地場産品導入による食農教育の推進

支援指導員派遣事業

中学校教材整備事業小学校教材整備事業

小学校運営経費

中学校運営経費

学校給食維持管理事業

教育研究所運営事業

本庄幼稚園運営事業

学校問題解決サポート事業

早稲田・佐賀21世紀子どもプロジェクト事業

心身障害児対応事業

通学区域制度弾力化推進事業

中学校教育用情報機器整備事業

小学校教育用情報機器整備事業

中学校給食施設建設事業

教職員用情報機器整備事業

研究指定校委嘱事業

教職員研修会支援事業

学校フリー参観デー開催事業

教科等研究会研究委託事業

特別支援教育就学奨励費（小学校）

中学校就学援助事業

小学校就学援助事業

学校経営方針の明確化と学校運営の改善事業

佐賀市奨学金給付事業（高校生）

私立幼稚園振興事業

学校災害共済・賠償補償保険給付事業

私立幼稚園特別支援教育奨励費補助事業

通学費補助事業（中学校）

通学費補助事業（小学校）

高等学校生徒通学費補助事業

学校給食燃料費の補助

学校評議員活用事業

職員研修事業

学校給食の一部民間委託推進事業

学校事務員嘱託員化事業

各種大会出場費補助事業

本庄幼稚園給食試行事業

就学前児童特別支援教育推進事業

スクールソーシャルワーカー活用事業

学習支援員活用事業

学校マネジメント支援経費（小学校）

学校マネジメント支援経費（中学校）

特色ある学校運営推進事業

特色ある学校運営推進事業（県補助分）

本庄幼稚園屋根等改修工事

学校施設等改修事業

神野小学校屋内運動場改築事業

高木瀬小学校屋内運動場改築事業

金立小学校屋内運動場改築事業

循誘小学校屋内運動場改築事業

成章中学校改築事業

委員会マネジメント経費

特別支援教育就学奨励費（中学校）

兵庫小学校改築事業

西川副小学校屋内運動場改築事業

新栄小学校改築事業

諸富中学校改築事業

原子力・エネルギー教育支援事業

通級指導教室設置事業

キャリア教育推進事業

学校事務改善事

小学校教科書等購入経 中学校教科書等購入経

学校職員安全衛生管理事

省エネルギー対策事業（中学校）

省エネルギー対策事業（小学校）

ICT教育環境整備事業

理科教育振興事業

中部学校給食センター運営事業

小中一貫・連携教育推進事業
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●次年度方向性の考え方
　事務事業の見直しを図り、一層のコスト削減に努めていかなければならないが、就学援助費の増大などもあり、最低限の教育環境を維持していくためには、経常
経費は現行の水準を維持せざるを得ない。また、学校施設の計画的な改築・耐震化、中学校給食の実施、生活指導員の配置など、教育環境の維持・改善のため
の課題にも取り組む必要がある。
　全児童・生徒に占める不登校児童の割合は有意に減少していることが見られるが、今後も引き続き不登校、いじめ、無気力、怠学等の問題を抱える学校に対し
て、適切な指導助言のあり方や、具体的な指導法の研究と実践を図っていく必要がある。
　加えて、教育への社会の関心の高まりによる多岐多様なニーズに対しては、特色ある学校づくり、学校の組織力の向上、地域に開かれた学校づくりや教職員の
資質の向上など、ソフト面の充実に力を入れるとともに、学校現場のICT化対応としての情報機器の整備も図っていきたい。
  学校の多忙化問題は、今後対応の必要な課題であり、学校現場の現状と多忙化をもたらしている原因を調査し、その軽減化のための対策を検討することが求め
られている。佐賀市では２３年度に「佐賀市学校多忙化対策検討委員会」を設置し、調査及び具体的な検討を行っており、今後取り組みを強化していきたい。

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

事
務
事
業
の
成
果

向上

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

維持

減少

小学校児童用図書整備費

ALTの活用推進

食に関する教育指導の充実

中学校生徒用図書整備費

地域人材活用事業

幼保小の接続期における教育推進事業

学校給食食材の地場産品導入による食農教育の推進

不登校児童生徒のＩＴ等を活用した学習活動支援事

特別支援教育就学奨励費（小・中）

教育研究所運営事業

本庄幼稚園運営事業

ほのぼの育成指導員活用事業

支援指導員派遣事業

スクールカウンセラー活用事業

不登校対策事業

生徒会活性化事業

学校地域連携支援事業

心身障害児対応事業

教職員用情報機器整備事業

通学区域制度弾力化推進事業

私立幼稚園特別支援教育奨励費補助事業

研究指定校委嘱事業

教職員研修会支援事業

教科等研究会研究委託事業

学校経営方針の明確化と学校運営の改善事業

学校評議員活用事業

職員研修事業

私立幼稚園振興事業

学校フリー参観デー開催事業
中学校教育用情報機器整備事業

小学校教育用情報機器整備事業

通学費補助事業（中学校）

通学費補助事業（小学校）

高等学校生徒通学費補助事業

佐賀市奨学金給付事業（高校生）

学校給食の一部民間委託推進事業

学校事務員嘱託員化事業

小学校運営経費

中学校教材整備事業小学校教材整備事業

中学校運営経費

学校災害共済・賠償補償保険給付事業

学校給食維持管理事業
到達度等調査研究事業

各種大会出場費補助事業

学校問題解決サポート事業

早稲田・佐賀21世紀子どもプロジェクト事業

中学校就学援助事業

小学校就学援助事業

就学前児童特別支援教育推進事業

スクールソーシャルワーカー活用事業

学習支援員活用事業

学校マネジメント支援経費（小学校）

学校マネジメント支援経費（中学校）

特色ある学校運営推進事業

特色ある学校運営推進事業（県補助分）

学校施設等改修事業

委員会マネジメント経費

通級指導教室設置事

キャリア教育推進事業

学校事務改善事業

小学校教科書等購入経費

中学校教科書等購入経費

学校職員安全衛生管理事業

原子力・エネルギー教育支援事業

ICT教育環境整備事業

理科教育振興事業

中部学校給食センター運営事業

ふるさと学習支援事業

生活指導員配置事業



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）

（28点満点） ・実績水準総合評価（28点満点） 19.08

・18年度評価 15.53 ・重要度総合評価（14点満点） 11.31

・今後のコスト水準（10点満点） 6.95

・19年度評価 18.29 ・市の裁量余地の大小（10点満点） 7.47

・20年度評価 18.63 ※経営戦略会議調整

   なし（採点結果どおり）

・21年度評価 17.99

参考：H23方針

・22年度評価 18.48 成果向上・コスト向上

　■平成２４年度方針

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策
の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/  児童生徒の総数　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　児童生徒の総数　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

平成22年度実績

77

3,647,344

85

3,793,806

21,100

214,938

16,370

199,424

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

326,180

3,973,524

183,054

412,975

4,206,781

193,838

平成21年度実績

2,713,359

117,289

平成20年度実績

65

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　 児童生徒の総数
）

項　　目

134,139

16,849

2,372,522

340,837

効率性指標

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


